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は　じ　め　に

近年，四国では新しい昆虫媒介性ウイルス病が 6種類
ほど侵入している（表―1）。侵入経路は定かではないが，
4県が一島を形成する四国では，数年を経ずして県域を
越えて拡大する場合がほとんどである。これまで最初に
侵入し被害が発生した県では，病原ウイルスと媒介虫に
関する情報を収集し，防除対策研究を実施してきた。そ
して発生が隣県に拡大すると，既発生県から情報提供を
受けながらも同様の試験研究を行ってきた。しかし，地
方財政の逼迫は各県の研究資源を減少させ，これまで通
りの対応が難しくなってきた。一方，日本も TPP交渉
に参加するなど貿易の自由化への動きが加速され，農産
物や種苗の移動増加に伴って，今後さらに海外からの侵
入病害虫，特に昆虫媒介性ウイルス病による被害が増加
すると予想され，これらに対する対応が日本農業にとっ
て大きな問題となるだろう。このような中，四国 4県で
は独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構近畿中
国四国農業研究センターを主査として，実用技術開発事
業でキュウリ黄化えそ病の防除対策に取り組んだ。ここ
で得た，一つの技術体系を分担して共同開発するノウハ
ウと，日帰りが可能な範囲で他県に調査圃場を設けるこ
とができる利便さを活かして，研究協定書を締結し侵入
病害虫に関する試験研究を四国 4県で連携して実施する
体制をつくった。
研究機関の連携に加えて，四国 4県の行政機関，指導

機関および研究機関で構成する「四国 4県連携による侵
入病害虫防除対策連絡会」を置き，協定書に基づく試験
研究を実施する必要性があるかどうかを検討するととも
に，研究確立した技術を四国 4県にどのように導入，普
及していくかについて協議する。さらに農薬メーカー，
販売業者や普及職員も参画する「四国植物防疫研究協議
会」と連携して防除対策を実施することとしている。こ
こで紹介するのは，この協定に基づき「新たな農林水産

政策を推進する実用技術開発事業」の「四国 4県連携に
よる IYSVの緊急防除対策技術の開発」で実施したもの
である。

I　アイリス黄斑ウイルス（IYSV）について

 1 発生経過
IYSVはブニヤウイルス科，トスポウイルス属のウイ

ルスで，1998年にオランダのダッチアイリスで初めて
確認された（CORTES et al., 1998）。その後 1998年，1999

年にイスラエル（GERA et al., 1998），ブラジル（POZZER 

et al., 1999）のタマネギで，相次いで発生が確認された。
日本では1999年に千葉県のアルストロメリアで確認（奥
田，2002）されて以来，2013年現在 27都県で発生が確
認されている。感染植物は 17科 40種以上となり，被害
が大きいものには，ネギ，タマネギ，ニラ，ラッキョウ
等ユリ科の野菜と，トルコギキョウ，アルストロメリア
等の花き類がある。四国では 2002年に高知県のニラと
トルコギキョウで発生が確認されたのが初発生で，ニラ
での発生確認は全国でも初めてであった。
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特集：ネギアザミウマが媒介するアイリス黄斑ウイルス（IYSV）防除対策

表－1　 近年，四国に侵入を確認した
昆虫媒介性ウイルスと媒介虫

侵入した病原ウイルス 侵入県

1996年 MYSV 高知県

1998年 TSWV 高知県

2003年 IYSV 高知県

2005年 TYLCV 高知県

2009年 CSNV 香川県

2008年 CCYV 愛媛県

侵入した媒介虫

ミナミキイロアザミウマ

ミカンキイロアザミウマ

ネギアザミウマ新系統 1）

タバココナジラミ新系統 2）

1）産雄性単為生殖系統．
2）バイオタイプ Q．
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 2 IYSVの系統
トスポウイルスは Nタンパク質のアミノ酸配列の相
同性が 90％を下回ると別種とされる。オランダとブラ
ジルで発生していた IYSVの相同性は 90.5％で同種の範
囲内であったが，かなり異なっていたことからオランダ
系，ブラジル系として別系統とされた。日本ではブラジ
ル系とオランダ系の 2系統が発生していることをトルコ
ギキョウで確認（土井ら，2003）しており，しかも同一
県内で発生している事例（植草ら，2005）も報告されて
いる。四国にも両系統が分布していることが確認されて
いるが，本研究において下元ら（2012）は，その分布に
は偏りがあることを報告している。さらに，これら両系
統のネギおよびタマネギに対する病原性に差はない（善
ら，2005）との報告があるが，四国に分布する両系統に
ついては，ニラおよびネギに対する病原性が異なる可能
性が示唆されている（下元ら，2012）。

 3 媒介虫
IYSVは他の植物病原トスポウイルスと同様にアザミ
ウマによって媒介されるが，本ウイルスの媒介虫として
はネギアザミウマだけが確認されている（土井ら，
2003）。アザミウマ類のトスポウイルス媒介特性につい
て，これまでは 1齢幼虫期で獲得し，生涯媒介能を持つ
とされていた（櫻井，2006）。しかし本研究において，
四国で採集した産雌性単為生殖系統（以下，産雌系）ネ
ギアザミウマについて，成虫が IYSVを獲得し媒介能を
持つことができることを示した（石川，2013）。また
IYSVとネギアザミウマの親和性について，媒介能の異
なる媒介虫個体群が存在することは明らかであるが，こ
れらと生殖系統あるいはミトコンドリアの COI領域に
よって分類したハプロタイプとの関連は確認されていな
い（藤，2010）。
日本に生息するネギアザミウマには，多くのハプロタ
イプが分布することがわかっている（TODA et al., 2007）。
また日本には在来の雌が交尾せずに雌を産む産雌系と，
海外から侵入したと考えられる雄が存在し未交尾で雄を
既交尾で雄と雌を産む産雄性単為生殖系統（以下，産雄
系）の 2生殖系統が存在する。殺虫剤による防除を考え
た場合，薬剤に対する感受性が両系統では異なる場合が
想定される。本研究では，四国に分布する両系統の分布
状況を調査する（伊藤ら，2013）とともに，その殺虫剤
感受性を調査したところ両生殖系統間に差があり系統の
分布が防除上問題となることがわかった（十川ら，
2013）。

II　四国での発生状況

本研究開始当初の 2010年時点では，四国での発生は
高知県と香川県のみで確認されていた。高知県では上述
のように 2002年にニラとトルコギキョウで，香川県で
は 2007年にトルコギキョウ，ネギ，タマネギおよびテ
ッポウユリで発生を確認した。

 1 ニラでの発生状況
高知県で 2002年に，日本で初めてニラでの IYSVに
よる発病が確認され，病害虫防除所が中心となって
2004年から 3年間発生状況に関する調査が行われた。
当初の発生地域は県中央部の南国市，香美市および香南
市付近であったが，現在は県西部，東部および山間部を
除く，16市町村で発生を確認している。これらはニラ
栽培地域で，高知県ではネギも 300 ha近く栽培されて
いるが，ほとんど発生が確認されていない。周辺雑草で
の発生もほとんど確認されていないことから伝染環が不
明であったが，本研究において高知県ではほぼ伝染環が
ニラで完結していることを示した。

 2 ネギータマネギ栽培地帯での発生状況
香川県ではいくつかの市町で未確認のほかは，ほぼ全
域で発生が確認されている。被害が大きな地域はタマネ
ギとネギが栽培されている地域で，このような地帯で
IYSVの発生が多くなるという報告は多い（植草ら，
2005；藤永ら，2007）。
同様にネギ―タマネギ栽培地帯を有する徳島県と愛媛
県については，2010年 4月の時点では，IYSVの発生は
確認されていなかった。しかし本研究において，指導機
関および生産者団体と連携して侵入警戒調査を実施した
ところ，徳島県では 2010年 7月に，愛媛県では同年
11月に，ネギとタマネギで IYSVによるえそ条斑病の初
発生を確認した。現在は愛媛県で 8市町，徳島県で 4市
町での発生を確認している（図―1）。

III　防　除　対　策

一般にウイルス病対策は媒介虫防除がその中心である
が，媒介虫による直接被害の回避と比較して，さらに媒
介虫の密度を低くしなければならない。これには多くの
コストを必要とするので，ウイルス対策の必要がないと
ころでは，このコストはかけたくない。逆に危険度が高
いにもかかわらず，十分な対策を行わなかった場合に
は，思わぬ被害によって大きな損失を出すことになる。
そこで本研究では，まず感染のリスクを評価する方法を
開発し，それぞれの危険度にあった管理体系を導入する
ことを最終目標とした。
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 1 感染リスクの評価
感染リスクを評価するにあたって，感染源や伝染環が
わかっている場合とよくわからない場合に分けてリスク
評価法を開発することにした。まず伝染源がわかってい
る場合には，そこからどれくらい離れていれば安全なの
か気になるところである。
香川県のネギ―タマネギ栽培地帯では，5月に入ると
ネギアザミウマの飛来が急増し始め，6月下旬ころにピ
ークを迎える。IYSVの発生はそれから 2～ 3週間遅れ
て 6月下旬ころから発生が増加し始める。その後 8月下
旬まで発病株率の高い状態が続くが，被害として問題に
なるのは 8月上旬ころまでである。当初，この間の急激
な発病の増加については，タマネギおよび長期栽培の加
工ネギで大量の無病徴感染株が存在するためではないか
と考えた。そこで無病徴感染株がどれくらいあるのか，
それらからネギアザミウマは保毒するのかを調査する
（石川ら，2012）とともに，冬季のタマネギでのネギア
ザミウマの動態調査を実施した（相澤ら，2013）。確か
に無病徴感染株が存在し，無病徴部から保毒することが
確認されたが，ネギアザウマの有効積算温度から考える
と，春にタマネギで増殖を開始したとして，1齢幼虫で
しかウイルスを獲得できないとなると世代数が足りな
い。そこで今一度ネギアザミウマの保毒について調査し
たところ，ネギアザミウマは 1蛹期，2蛹期を除いて
IYSVを獲得することができ媒介能を持つことが確認さ
れた（石川ら，2013）。

次にタマネギで保毒したネギアザミウマは，どれくら
い飛翔するのか。蛍光増白剤を用いた標識虫（相澤ら，
2012）を放飼した再捕獲によってネギアザミウマの短期
間での移動距離調査を行ったところ，風の影響が少ない
状態なら 2日間で 100 m以上飛翔する個体がいること
がわかった。これらによって推定した平均分散距離と現
地での発病状況から，飛来虫により直接感染する危険度
の高い範囲（危険度 A）は感染源から半径 70 m程度と
した。またニラでの伝染環調査の結果と合わせると高知
県の多くの施設ニラ圃場は，露地ニラ圃場もしくは苗床
と隣接しており，危険度 Aの圃場と判定されることに
なった。
感染源が不明なところでは，まず IYSVが存在するか

どうかを確認する必要がある。次にハザードとしての
IYSVが確認されたら，そこでの感染リスクを調査し評
価する方法が必要である。まず IYSVの有無を確認する
方法として，粘着板に捕獲された媒介虫を大量にしかも
簡易に検出するマス検定法を開発した。古味ら（2004）
は主にミカンキイロアザミウマが媒介する TSWVにつ
いて，粘着板に捕獲された保毒虫からエライザ法によっ
て検出する技術を開発した。本研究では，この技術をベ
ースにして粘着板に捕獲された媒介虫を含むすべての虫
を抽出，処理することによって，保毒虫率などの詳細情
報は取れないまでも病原ウイルスの有無については，保
毒虫率が低いところでも検出可能な技術として確立し
た。これによって，これまでウイルスの有無が確認でき

マス検定法を用いた侵入警戒で 2012年
以降に確認した地域

事業で実施した侵入警戒調査で 2011年に
新たに確認した地域

事業開始時点（2010年）の既発生地域

図－1　2013年 3月時点での四国における IYSVの発生状況
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ていなかったところについても新たに確認が進み，徳島
県で 3市町，愛媛県で 4市町での発生を確認した。特に
徳島県ではニラをこれから振興しようとする新産地での
取り組みでの確認で，初発被害を受ける前に IYSVに対
する防除対策を準備することができた（図―2）。

IYSVの存在が確認されれば，圃場ごとに危険度を判
定する必要がある。そのためにタマネギ苗のトラップを
用いることとした。米本ら（2012）は，雑草で病徴診断
できないか調査したが，有望な雑草が確認できなかった
ことから苗トラップを利用することとした。タマネギ苗
トラップについては，定植前の雑草地などに 2週間程度
放置し，その後の病徴発現によって媒介能を持ったネギ
アザミウマの存在を確認しようというものである。生産
現場で生産者自らが設置可能な技術であるが，危険度の
判定基準が確立されていないことから，今のところは便
宜的に設置苗の 10％程度に発病があれば要注意として
いる。

 2 感染リスクに見合った総合管理体系
（ 1） 危険度の低いところの防除対策
感染リスクを評価した結果，危険度が低いと判断され

たところでは，通常のネギアザミウマ対策を実施すれば
よい。とはいえ，ネギアザミウマの被害も相当なものな
ので，春から夏にかけての多発期にはそれなりの防除が
必要である。特に産雄系が混在するところでは選択する
薬剤が異なることから注意が必要である。十川ら（2013）
は，産雄系が分布するところでは多くの場合産雌系と混
在しているが，その比率は様々であることを示した。当

然，殺虫剤に対する感受性が両生殖型で異なることか
ら，薬剤防除の影響でこれらの比率が変化することは容
易に想像できる。殺虫剤による淘汰以外に両生殖系統の
適応度に影響を与えるものがあるかどうかは現在調査中
であるが，交尾行動などが影響を与えている可能性が示
唆されつつある（図―3）。
十川ら（2012）は捕獲したネギアザミウマを個体飼育

することによって両生殖系統の識別を行った。雌成虫を
個体飼育したときに，次世代に雌雄が出るか雄のみが出
れば産雄系，雌のみの場合，さらにもう 1世代個別飼育
して雌のみが発生すれば産雌系，雄のみが発生すれば産
雄系といった具合である。このように個体飼育を行った
ところ，一般にネギアザミウマは 23℃で飼育すれば，
その程度差はある（MURAI et al., 2002）ものの体色が淡
黄色に変化する。しかし高知県で採集した産雄系の雌成
虫は 25℃で飼育しても黒褐色のままであることに気づ
いた。そこで高知県，徳島県の産雄系が分布するところ
で採集したネギアザミウマを比較したところ，すべての
産雄系は体色変化がほとんどないことを確認した（渡邊
ら，2013）。このことを利用して対象作物で捕獲したア
ザミウマを粘着板に貼り付け，これをスキャナーで読み
込んで産雌系と産雄系を識別するプログラムを開発し
た。今のところ，捕獲比率と生息比率が同じかどうかな
ど不明な点は多いが，少なくとも現時点で産雄系がいる
かいないかの確認は，ある程度習熟すればプログラムが
なくてもルーペで可能である。
産雄系の分布が確認されなかった場合，産雌系対象の

防除対策を取ればよい。現在のところ，四国に分布する
産雌系で確認されているのは合成ピレスロイド剤に対す
る抵抗性個体群のみであるので，防除効果が高くて残効
の長い剤をネギアザミウマの成育期間と収穫前日数を考

IYSVを確認

感染源がよく
わからない感染源がわかっている

距離指標を適用
・半径 70 m程度は飛来虫
による直接被害が多（危
険度 A）
・半径 100 m以上離れる
と発病は少なくなる（危
険度 B）

危険度に合わせた
総合管理体系を適応

マス検定で IYSVの
有無を確認

タマネギ苗トラップで
危険度を判定

判定基準は未確立だが，
便宜上苗の発病株率で
10％程度なら危険度 A

図－2　危険度判定の流れ

図－3　 産雌系の♀と交尾する産雄系の♂
両系統は高知県廿枝市の同一圃場で混在していた．
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慮して配置する（表―2）。
（ 2） 危険度の高いところの防除対策
距離指標や苗トラップ等のリスク評価によって危険度
が高いと判断されたところでは，専用の総合管理体系が
必要である。

1）　ネギ―タマネギ栽培地帯での総合管理体系
香川県観音寺市の有明地区は古くからの園芸団地であ

るが，露地ネギの栽培が盛んである。一方，隣接する新
田地区は金時ニンジンとタマネギの輪作体系が多い地区
で，ネギとタマネギでお互いが感染源となって IYSVの
発生が多い地帯である。本研究ではネギの総合管理体系
を作るのに加えて，地域ぐるみの総合的な対策も管理体
系として考えた。
有明地区内のリスク調査からネギでの被害が大きいの

は 6月下旬～ 8月上旬にかけての時期で，家庭菜園タマ
ネギが重要な感染源であることがわかったので，地域を
管内に持つ西讃農業改良普及センターと有明出荷組合が
連携して地域内の家庭菜園対策に取り組んだ。まず発病
の多かった菜園については栽培を見合わせ，発病の少な
かった菜園についても，ネギアザミウマを対象として比
較的安価な有機リン剤を中心とした殺虫剤の散布を実施
した。これによって家庭菜園タマネギの発病株率を
12.7％から 0.7％まで減少させることができた（表―3）。
しかし，隣接するタマネギ栽培地帯からの飛び込みによ
って，タマネギ圃場と接するところでは，依然高い発病
株率を示していた。そこで新田地区のタマネギ生産者の
協力をいただきタマネギ栽培地帯での適期一斉防除を実
施した。これによって，タマネギでのネギアザミウマの
発生を少なくすることができ，ネギ栽培地帯での発病も

C圃場B圃場A圃場
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46％
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20％
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図－4　 家庭菜園タマネギおよびネギ栽培地帯に隣接するタマネギ栽培地帯での
一斉防除によるネギえそ条斑病発病抑制効果

表－2　ネギアザミウマ防除薬剤の防除効果目安

薬剤名 残効 ♀系 ♂♀系

シペルメトリン乳剤 ◎ ● ×

ペルメトリン乳剤 ◎ ● ×

トルフェンピラド乳剤 ◎ ○ ○

MEP乳剤 △ ◎ ×

CYAP乳剤 △ ◎ ×

ベンフラカルブマイクロカプセル ◎ ◎ ●

メソミル水和剤 ◎ ◎ ●

スピノサド水和剤 ○ ◎ ◎

クロチアニジン水溶剤 ◎ ◎ ○

ジノテフラン顆粒水溶剤（セルトレイ灌注） ◎ ◎ ―

ジノテフラン顆粒水溶剤（散布） ○ ○ △

アセタミプリド水溶剤 ○ ○ △

イミダクロプリド水和剤 ○ ○ △

×：補正密度指数で 50以上または補正死亡率で 30％以下．残
効は 3日未満．
△：補正密度指数で 30～ 50または補正死亡率で 70～ 30％．
残効は 7日未満．
○：補正密度指数で 10～ 30または補正死亡率で 70～ 90％．
残効は 14日未満．
◎：補正密度指数で 10以下または補正死亡率で 90％以上．残
効は 14日以上．
●：効果は◎程度であるが，抵抗性個体群もしくは系統が存在
する．

表－3　 有明地区の家庭菜園タマネギにおける防除回数と発病株
率の関係

年次 作付け圃場数 圃場当たり防除回数 a） 平均最高発病率 b）

2010
2011

16
13

1.8
2.5

12.7
    0.71

a）ネギアザミウマ対象に実施された圃場ごとの平均防除回数．
b）発病を確認した各家庭菜園タマネギ圃場での最高発病株率の

平均．
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抑えることができた（図―4）。しかし，タマネギ圃場に
隣接した危険度の高いネギ圃場では発病株率を 10％以
下に抑えることはできなかった。
危険度の高いネギ圃場での専用防除体系は，中ネギ

（出荷基準 60 cm）栽培でのネギ生育モデルに基づいて
出荷葉に被害が及ばないための殺虫剤散布体系とした。
これはネギでは接種葉より上位の葉には感染が見られな
い（善ら，2005）ことから，出荷葉をネギアザミウマか
ら守りきる作戦である。物理防除資材としては，反射マ
ルチと防虫ネットのトンネル被覆の効果が高い（図―5）。
まずシルバーマルチによって飛び込み量を少なくしたう
えで，ジノテフラン水溶剤のセルトレイ灌注で 2週間を
過ごす。そのころから出荷葉の出葉が始まるので 1週間
に 1度は防除を行う。さらに作の後半は収穫前日数が短
く防除効果の高いスピノシン系剤などを連続散布する。
この体系は残念ながら慣行の防除体系より散布回数が 1

回増えることになるが，これによって極めて危険度の高
い圃場でも出荷葉の被害を 10％以下に抑えることがで
きた。防虫ネットによるトンネル被覆も防除効果が高い
ことを確認したが，残念ながら危険度 Aのところでは，
薬剤散布がしにくくかえって被害を多くする可能性があ
ることから，危険度が B程度のところに適応したほう
が殺虫剤の散布を 20％削減することができる。

2）　施設ニラでの総合管理体系
矢野ら（2012）の施設ニラ栽培での伝染環調査の結果，
ほぼすべての施設栽培ニラは，感染リスクの高いところ
と判断される。特に露地ニラ隣接圃場では，その危険度
は非常に高い。さらに高知県の大部分のニラ栽培地域で
は，産雄系媒介虫の分布が確認されていることから，防
除効果の高い殺虫剤は限られている。ニラの登録農薬も
少ないことから，殺虫剤による防除には限界がある。そ
こで様々な防除手段を組合せた総合管理体系が重要になる。
まず定植後 4か月近くは株養成期間で，この時期には
あまりコストをかけたくないので，薬剤防除の代わりに
天敵利用を考える。効果の高かったキイカブリダニを雨
よけ状態で 1回目の刈り取りまで利用する（図―6）。被
覆が始まったら紫外線除去フィルムを利用することで施
設内での増殖と分散を抑える。薬剤は産雄系の存在を確
認しながら，産雄系が優先するところでは効果の高いト
ルフェンピラド乳剤とスピノサド水和剤を中心剤として
利用する。これによって 10月から翌年 5月までの防除
回数を 14回から 5回まで減少させることができた（図―
7）。さらに隣接する露地圃場から不断に保毒虫の飛来が
想定されるところでは乱反射資材を併用した衝立式防虫
ネットの設置が有効である（図―8）。これはアザミウマ
類が 0.2 mmのメッシュでもほとんど通過してしまうこ

異なるマルチ資材でのネギアザミウマ寄生数

マルチの種類
無展帳地温抑制マルチシルバーマルチ乱反射マルチ
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図－5　 防虫ネットによるトンネル被覆および反射マルチ展帳のネギアザミウマ
被害および密度抑制効果
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と，にもかかわらず目合い 0.8 mm程度の防虫ネットで
も侵入を防げることから，防虫ネットには目合いで止め
るのではない遮蔽効果のようなものがあると考えた。さ
らにネットに取り付いて侵入したものが直接施設内に侵
入しないように，施設から離して設置し，通過したアザ
ミウマをできるだけ乱反射資材でトラップしようという
仕掛けである。ただ施設ニラを取り巻く環境は産地によ
って異なると考えられ，それぞれの伝染環を探る必要が

ある。

お　わ　り　に

本研究では IYSVの有無の確認から，危険度判定とい
う一連のリスク評価を行い，それに基づいて最適なリス
ク管理法を導入することを最終目標とした。IYSVのリ
スク管理法（防除法）については，これまで様々な研究
がなされ，その有効性について検討されていることか
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総合体系区―カブリダニ
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図－6　 株養成期のニラ圃場における天敵（キイカブリダニ）利用の効果
 （伊藤・下元，未発表）
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図－7　 被覆開始後の総合管理体系区の防除効果（高知県南国市：伊藤，下元
2011未発表）
各処理区における薬剤防除．
総合体系区：10/8クロチアニジン，11/4ジメトエート，12/31ベンフラカ
ルブ，4/5スピノサド，5/5クロチアニジン．
慣行防除区：10/20ジメトエート，10/23ベンフラカルブ，10/27クロチア
ニジン，11/4クロチアニジン，11/30スピノサド，12/10クロチアニジン，
12/25ベンフラカルブ，1/4スピノサド，1/22クロチアニジン，2/27クロ
チアニジン，4/5チアメトキサム，4/24クロチアニジン，5/5ジメトエート，
5/12クロチアニジン．
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ら，ここでは補完技術としての再評価を主眼に様々な防
除法の検討を行った。これは EBC（Evidence-based 

Control）の考え方にほかならないが，根拠付けの基本
をリスク評価による危険度判定という発生予察的手法に
置いている。これによって，防除の過不足を防ぐのがね
らいだ。またそれぞれの管理法のねらいと長短所を示す
ことで，それぞれに見合った防除法の組合せを選択でき
る防除法のメニュー化を進めていきたい。全圃場につい
て個別に評価して管理体系を導入するところまでは至っ
ていないが，感染源が特定できる場合は，IYSVによる
病徴の確認がある程度できれば危険度判定が可能になっ
たと思う。ただ苗による持ち込みなど突発的な発生に対
する応急対策については，さらに検討が必要である。ま
たマス検定を広域に適応することによって，より広範囲
に感染リスクを監視し，その濃淡を知ることができれ
ば，さらに精度の高い発生予察が可能である。侵入病害
虫は県境にはとらわれずに拡大する。したがって県域を
越えた監視体制が今後必要となる。
昆虫媒介性ウイルス病は媒介虫の防除がどうしても必
要であるが，本研究で明らかになったように種内に多系
統を内包するネギアザミウマのような場合，特に生殖系
統が異なるとき圃場の様相はより複雑で，まるで耐性菌
の出現頻度のように変化する産雌系と抵抗性発達回避の
ために世代交代に合わせた防除体系が必要な産雄系が混
在し，さらに圃場状態によっては他種のアザミウマまで
が混じり込んでくるようなところでは，なかなか現状に

正確な根拠を与えることは難しい。このことは多くのバ
イオタイプを種内に持つタバココナジラミについても，
その様相は違うが抱える問題は同じである。今後は，よ
りリアルタイムで現場で簡便に実施できる殺虫剤感受性
簡易検定法の開発とその利用方法に根拠を与えるための
遺伝学的な研究や数理生態学的な研究が必要であろう。
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図－8　 乱反射資材併用衝立式ネット設置状況と IYSV発病抑制効果
展帳ネットは目合い 1 mmのラッセル編防風ネット（着脱に便利で丈夫）．
乱反射資材はタイベックシート，下に防草シートを敷いておくとよい．
こまめに汚れを落とすと数年は使用できる．
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